
令和７年５月期 第３四半期決算短信〔日本基準〕(連結)
令和７年３月25日

上 場 会 社 名 ファーマライズホールディングス株式会社 上場取引所 東

コ ー ド 番 号 2796 URL http://www.pharmarise.com

代 表 者 (役職名) 代表取締役社長 (氏名) 秋山 昌之

問合せ先責任者 (役職名) 取締役 (氏名) 沼田 豊 (TEL) 03-3362-7130

配当支払開始予定日 ―

決算補足説明資料作成の有無 ：無

決算説明会開催の有無 ：有 (アナリスト・機関投資家向け)

(百万円未満切捨て)

１．令和７年５月期第３四半期の連結業績（令和６年６月１日～令和７年２月28日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

７年５月期第３四半期 46,579 14.5 95 △88.9 △18 － △272 －

６年５月期第３四半期 40,674 5.0 863 △3.7 799 △10.2 177 △15.2
(注) 包括利益 ７年５月期第３四半期 △290百万円( －％) ６年５月期第３四半期 187百万円(△14.1％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

７年５月期第３四半期 △24.06 －

６年５月期第３四半期 17.22 16.48

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

７年５月期第３四半期 31,102 6,998 21.7

６年５月期 29,486 7,442 24.3
(参考) 自己資本 ７年５月期第３四半期 6,738百万円 ６年５月期 7,153百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

６年５月期 － 0.00 － 20.00 20.00

７年５月期 － 0.00 －

７年５月期(予想) 14.00 14.00
(注)１ 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

２ 令和６年５月期 期末配当金の内訳 普通配当 14円00銭 記念配当(創業40周年記念配当) 6円00銭

３．令和７年５月期の連結業績予想（令和６年６月１日～令和７年５月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 64,734 18.9 350 △61.8 143 △82.8 △214 － △18.98
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 有

新規 １社（社名） ｎｅｘｔ ＰＨ株式会社 、除外 ―社（社名）

（注）詳細は、添付資料８ページ「２.四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事
項」をご覧ください。

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（注）詳細は、添付資料８ページ「２.四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事
項」をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) ７年５月期３Ｑ 12,060,381株 ６年５月期 12,060,381株

② 期末自己株式数 ７年５月期３Ｑ 699,476株 ６年５月期 817,166株

③ 期中平均株式数（四半期累計） ７年５月期３Ｑ 11,308,310株 ６年５月期３Ｑ 10,282,536株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 無

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績
等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっ
ての注意事項等については、添付資料３ページ「連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧くださ
い。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間（令和６年６月１日から令和７年２月28日）におけるわが国経済は、一部に足踏み感

が残るものの、緩やかに回復しています。先行きについては、雇用と所得環境が改善する下で、各種政策効果もあ

り、緩やかな回復が続くことが期待されています。しかしながら、欧米における高い金利水準の継続、国内におけ

る金利上昇等の金融資本市場の変動、物価上昇等の影響を注視していく必要があります。

こうしたなか、当社グループは当連結会計年度が最終年度となる「中期経営計画ＬＳＧ（Leading to

Sustainable Growth）2024」（以下、中期経営計画）を公表し、株主価値の更なる向上を目指し、競争力を強化し

成長していくため、①投資家に選ばれる会社になるための取り組み強化、②調剤事業を核とした事業展開による収

益獲得強化、③経営基盤の更なる強化による収益構造の改善を推進しております。経営環境変化などから、定量目

標については見直しをしてきましたが、基本方針や定性目標については、現行の内容から変更はございません。

当第３四半期連結累計期間における業績は、売上高46,579百万円（前年同期比14.5％増）、営業利益95百万円

（前年同期比88.9％減）、経常利益は18百万円の損失（前年同期は799百万円の利益）、親会社株主に帰属する四半

期純利益は272百万円の損失（前年同期は177百万円の利益）となりました。

売上高においては、調剤薬局事業における調剤報酬・薬価改定の影響があったものの、主に調剤薬局事業のＭ＆

Ａによる店舗数拡大にともなう調剤売上高の増加、及び物販事業が好調に推移したことにより増収となりました。

利益面においては、調剤薬局事業における調剤報酬・薬価改定の影響、仕入環境の変動にともなう原価の上昇、

給与水準の引き上げによる人件費の上昇、及びＭ＆Ａにともなう費用の増加・のれん償却費の増加等により、前年

同期比で営業利益は減益、経常利益及び親会社株主に帰属する四半期純利益は損失となりました。

なお、セグメントごとの業績は以下のとおりであります。

(調剤薬局事業)

当第３四半期連結累計期間における調剤薬局事業の業績は、売上高は38,303百万円（前年同期比15.8％増）、セ

グメント利益は302百万円（前年同期比70.8％減）となりました。売上高においては、前期の令和６年１月のＧＯＯ

Ｄ ＡＩＤグループの株式取得、及び当期の令和６年12月には会社更生手続き中であった寛一商店株式会社及びその

グループ会社（以下、なぎさグループ）からの事業譲受等Ｍ＆Ａによる店舗数増加、並びに新規出店したことによ

る応需処方せん枚数増加が主な要因であります。利益面においては、調剤基本料の見直し（特に300店舗以上のチェ

ーングループを対象とするもの）により地域支援体制加算も含め調剤報酬が減少したこと、仕入環境の変動にとも

なう原価の上昇、及びＭ＆Ａにともなう一時費用の発生・のれん償却費の増加等が主な要因であります。

中期経営計画の「②調剤事業を核とした事業展開における収益獲得強化」として、本事業においては積極的にＭ

＆Ａを推進しています。上記のＧＯＯＤ ＡＩＤグループの株式取得、及びなぎさグループからの事業譲受等によっ

て、売上高を伸ばしております。これらＭ＆Ａにより取得した店舗においては、スピード感を持って当社グループ

への統合活動を進めており、登記変更手続き等の一時的な費用によって前年同期比での利益減少の要因となっては

おりますが、令和６年12月にグループ入りし、ｎｅｘｔ ＰＨ株式会社として運営開始したなぎさグループについ

ても、当第３四半期連結累計期間において利益貢献し始めている状況となっております。Ｍ＆Ａで取得した店舗に

ついてはすみやかに体制を整えていき、来期はさらに売上高及び利益ともに伸長していくものと考えております。

同期間における調剤薬局店舗は59店舗増加（うち、なぎさグループ54店舗）、６店舗減少で、当社グループが運

営する店舗数は404店舗となりました。

薬局運営面につきましては、①超高齢社会に対応すべく医療・介護・ヘルスケアを推進し、「かかりつけ薬局」

として地域医療に貢献するという使命を追求、②当社独自の認定資格ヘルシーライフアドバイザーによる「から

だ・こころ・くらしのウェルネス」をテーマに国民の健康維持・増進活動を支援、③施設在宅対応の推進、④業務

のセンター化による効率化とＤＸ化によるオンライン服薬指導推進、⑤電子お薬手帳ポケットファーマシーとＬＩ

ＮＥを連携させることによる処方せんメール送信利用者の拡大、⑥マイナ保険証利用促進等による医療機関との連

携強化、患者サービスの向上、に取り組んでおります。

なお健康サポート薬局は当第３四半期連結会計期間末時点で78店舗（前年度末比１店舗増）となり、地域連携薬

局は101店舗（前年度末比７店舗減）となりました。また、専門医療機関連携薬局につきましては４店舗（前年度末

比１店舗増）となりました。
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(物販事業)

当第３四半期連結累計期間における物販事業の業績は、売上高は6,628百万円（前年同期比7.4％増）、セグメン

ト利益は35百万円の損失（前年同期は45百万円の損失）となり、前年同期比で９百万円の損失縮小となりました。

売上高、利益面、ともにコンビニエンスストア部門における新規出店効果が主な要因となり、売上高増収、利益改

善に繋がっております。

同期間における調剤を併設しない本セグメントの当社グループが運営する店舗数は、１店舗増加、１店舗減少の

45店舗（調剤薬局を併設している12店舗を含めると57店舗）となりました。

(医学資料保管・管理事業)

当第３四半期連結累計期間における医学資料保管・管理事業の業績は、売上高は459百万円（前年同期比0.6％

増）、セグメント利益は38百万円（前年同期比15.0％増）となりました。売上高において安定的に推移しているこ

とに加え、管理部門業務効率化による人件費等の費用減少により利益面における進捗へと繋がりました。

(医療モール経営事業)

当第３四半期連結累計期間における医療モール経営事業の業績は、売上高は384百万円（前年同期比1.5％増）、

セグメント利益は80百万円（前年同期比3.1％減）となりました。売上高において安定的に推移しておりますが、利

益面においては引続き減価償却費の減少があるものの、給与水準の引き上げを含めた人件費の増加、一時的な費用

の発生により減少となりました。

(その他)

当第３四半期連結累計期間におけるその他事業の業績は、売上高は803百万円（前年同期比35.5％増）、セグメン

ト利益は28百万円の損失（前年同期は５百万円の利益）となりました。売上高においては、新たにデイサービス事

業や訪問看護・有料老人ホーム事業等が加わったことが主な要因であります。利益面においては、有料老人ホーム

事業が大きく寄与したものの、同期間の医療関連ＩＴソリューション事業は新製品の開発に重点を置いており、コ

ストが先行していることによります。

（２）財政状態に関する説明

(資産)

当第３四半期連結会計期間末における資産の残高は31,102百万円（前年度末比1,616百万円増）となりました。主

な要因は、現金及び預金が2,243百万円(前年度末比4,907百万円減)となった一方で、売掛金が2,022百万円（前年度

末比579百万円増）、商品及び製品が4,393百万円（前年度末比1,817百万円増）、未収入金が2,808百万円（前年度

末比690百万円増）、建物及び構築物が3,555百万円（前年度末比556百万円増）、のれんが7,080百万円（前年度末

比1,162百万円増）、投資有価証券及び繰延税金資産等の増加によりその他（投資その他の資産）が4,434百万円

（前年度末比1,110百万円増）となったことによるものであります。

(負債)

負債の残高は24,104百万円（前年度末比2,060百万円増）となりました。主な要因は、長期借入金が11,725百万円

（前年度末比2,070百万円増）となったことによるものであります。

(純資産)

純資産の残高は6,998百万円（前年度末比443百万円減）となりました。この主な要因は、配当金の支払等により

利益剰余金が減少したことによるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

令和６年12月25日に公表いたしました令和７年５月期の連結業績予想に変更はございません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(令和６年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(令和７年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,150 2,243

売掛金 1,442 2,022

商品及び製品 2,576 4,393

原材料及び貯蔵品 69 69

未収入金 2,117 2,808

その他 388 413

貸倒引当金 △6 △6

流動資産合計 13,737 11,943

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,999 3,555

土地 2,659 2,919

その他（純額） 539 856

有形固定資産合計 6,198 7,331

無形固定資産

のれん 5,917 7,080

その他 501 505

無形固定資産合計 6,419 7,585

投資その他の資産

その他 3,323 4,434

貸倒引当金 △192 △192

投資その他の資産合計 3,130 4,241

固定資産合計 15,748 19,159

資産合計 29,486 31,102
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(令和６年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(令和７年２月28日)

負債の部

流動負債

買掛金 5,690 5,935

1年内返済予定の長期借入金 2,655 2,522

未払法人税等 286 137

賞与引当金 61 306

店舗閉鎖損失引当金 42 －

災害損失引当金 41 38

その他 1,911 1,446

流動負債合計 10,688 10,387

固定負債

長期借入金 9,654 11,725

退職給付に係る負債 941 1,051

資産除去債務 233 224

その他 526 715

固定負債合計 11,355 13,716

負債合計 22,043 24,104

純資産の部

株主資本

資本金 1,961 1,961

資本剰余金 2,177 2,186

利益剰余金 3,530 3,033

自己株式 △550 △471

株主資本合計 7,118 6,709

その他の包括利益累計額

退職給付に係る調整累計額 34 28

その他の包括利益累計額合計 34 28

新株予約権 208 208

非支配株主持分 80 50

純資産合計 7,442 6,998

負債純資産合計 29,486 31,102
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 令和５年６月１日
至 令和６年２月29日)

当第３四半期連結累計期間
(自 令和６年６月１日
至 令和７年２月28日)

売上高 40,674 46,579

売上原価 34,219 40,036

売上総利益 6,455 6,542

販売費及び一般管理費 5,592 6,446

営業利益 863 95

営業外収益

受取利息 0 7

受取配当金 0 0

有価証券売却益 － 3

物品売却益 0 18

その他 37 53

営業外収益合計 39 82

営業外費用

支払利息 42 119

支払手数料 42 51

その他 16 25

営業外費用合計 102 196

経常利益又は経常損失（△） 799 △18

特別利益

固定資産売却益 0 1

店舗閉鎖損失引当金戻入額 － 36

補助金収入 41 38

投資有価証券売却益 19 －

負ののれん発生益 － 4

特別利益合計 61 81

特別損失

固定資産売却損 0 0

固定資産除却損 4 2

固定資産圧縮損 35 38

減損損失 16 47

貸倒引当金繰入額 41 －

賃貸借契約解約損 3 4

特別損失合計 100 92

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

761 △28

法人税等 573 255

四半期純利益又は四半期純損失（△） 187 △284

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

10 △12

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

177 △272
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 令和５年６月１日
至 令和６年２月29日)

当第３四半期連結累計期間
(自 令和６年６月１日
至 令和７年２月28日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 187 △284

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 0 －

退職給付に係る調整額 △1 △5

その他の包括利益合計 △0 △5

四半期包括利益 187 △290

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 176 △277

非支配株主に係る四半期包括利益 10 △12
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（連結範囲の重要な変更に関する注記）

当第３四半期連結会計期間より、非連結子会社であったｎｅｘｔ ＰＨ株式会社は重要性が増したため、連結の

範囲に含めております。

（会計方針の変更）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日。以下「2022年改正会

計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。法人税等の計上区分（その他の包

括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱

い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号2022年10月28日。以下「2022年改

正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針

の変更による四半期連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を第１四半期連結会計期間の期首から適用

しております。当該会計方針の変更は遡及適用されますが、該当する事象はなく、当該会計方針の変更による前年

四半期の四半期連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算）

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利

益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を

計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。
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（セグメント情報等）

前第３四半期連結累計期間（自 令和５年６月１日 至 令和６年２月29日）

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上

額
(注)３

調剤薬局
事業

物販事業
医学資料
保管・管
理事業

医療
モール
経営事業

計

売上高

外部顧客への売上高 33,074 6,171 456 378 40,081 593 40,674 － 40,674

セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ － － － － － － － －

計 33,074 6,171 456 378 40,081 593 40,674 － 40,674

セグメント利益又は損失
(△)

1,036 △45 33 83 1,107 5 1,113 △250 863

(注) １ その他には、報告セグメントに含まれない人材派遣事業、製薬企業等向けのシステムインテグレーション事

業等が含まれております。

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額△250百万円は、報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

調剤薬局事業において、減損損失を16百万円計上しております。

当第３四半期連結累計期間（自 令和６年６月１日 至 令和７年２月28日）

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上

額
(注)３

調剤薬局
事業

物販事業
医学資料
保管・管
理事業

医療
モール
経営事業

計

売上高

外部顧客への売上高 38,303 6,628 459 384 45,775 803 46,579 － 46,579

セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ － － － － － － － －

計 38,303 6,628 459 384 45,775 803 46,579 － 46,579

セグメント利益又は損失
(△)

302 △35 38 80 385 △28 357 △261 95

(注) １ その他には、報告セグメントに含まれない人材派遣事業、製薬企業等向けのシステムインテグレーション事

業等が含まれております。

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額△261百万円は、報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

調剤薬局事業及び物販事業において、減損損失をそれぞれ32百万円、14百万円計上しております。なお、当該減

損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては47百万円であります。

(のれんの金額の重要な変動)

調剤薬局事業において、当第３四半期連結会計期間に寛一商店グループの一部の事業譲渡を受け入れ、非連結子

会社であったｎｅｘｔ ＰＨ株式会社に対して吸収分割により事業承継を行ったことにともない、新たに連結の範

囲に含めたことから、のれんが発生しております。当該事象によるのれんの増加額は、当第３四半期連結会計期間

において2,321百万円であります。

なお、のれんの金額は、取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算定された金額であります。
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（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、以

下の通りであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 令和５年６月１日
至 令和６年２月29日)

当第３四半期連結累計期間
(自 令和６年６月１日
至 令和７年２月28日)

減価償却費 452百万円 526百万円

のれんの償却額 416百万円 559百万円

（企業結合等関係）

（事業譲受）

当社は、令和６年９月24日開催の取締役会において、寛一商店グループの一部の事業譲渡を受け入れること（以

下、本件事業譲受という。）を決議し、同日付けで事業譲受契約を締結いたしました。また、令和６年10月17日開

催の取締役会において、本件事業譲受について、令和６年10月10日に設立した当社の子会社であるｎｅｘｔ ＰＨ

株式会社に吸収分割により事業承継することを決議し、令和６年12月２日に実施いたしました。

(1) 事業譲受の概要

詳細につきましては令和６年９月24日に公表いたしました「寛一商店グループからの一部の事業譲受に関するお

知らせ」をご参照ください。

(2) 四半期連結損益計算書に含まれている取得した事業の業績の期間

令和６年12月１日から令和６年12月31日まで

(3) 譲受事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価： 現金 3,831百万円

取得原価 ： 3,831百万円

(4) 取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等 107百万円

(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

①発生したのれんの金額

2,321百万円

なお、のれんの金額は、取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算定された金額であります。

②発生原因

主として今後の事業展開により期待される超過収益力であります。

③償却の方法及び償却期間

18年間にわたる均等償却

(6) 事業譲受日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

現時点では確定しておりません。


